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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 　　　4,300,000株(注)

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準
となる株式であります。なお、単元
株式数は1,000株となっておりま
す。

(注)　平成23年1月18日開催の臨時株主総会承認及び平成23年2月16日開催の取締役会決議によります。

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】
 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 4,300,000株 3,225,000,0001,612,500,000

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 4,300,000株 3,225,000,0001,612,500,000

(注) １  第三者割当の方法によります。

２　発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は会社法上の増加する資本金の額の総額で

あります。また、増加する資本準備金の額の総額は1,612,500,000円であります。

 
 

(2) 【募集の条件】
 

発行価格(円)
資本組入額
(円)

申込
株数単位

申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

750 375 1,000株 平成23年3月8日（火） ― 平成23年3月8日（火）

(注) １　第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２　発行価格は会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。

３　申込みの方法は、総数引受契約を締結し、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むものとします。

４　払込期日までに、割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合は、第三者割当による新株式発行は行われない

こととなります。

 

(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

中西金属工業株式会社　財務経理部 大阪市北区天満橋三丁目３番５号
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(4) 【払込取扱場所】
 

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　梅田支店 大阪市北区梅田1-11-4-100

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 ４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

3,225,000,000 20,000,000 3,205,000,000

（注） １　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

 ２　発行諸費用の概算額の具体的内訳は以下のとおりです。

①　登記関連費用　　　　　　　　　　　　　15,000,000円

②　弁護士費用及びアドバイザリー費用　　 5,000,000円

 

(2) 【手取金の使途】

本第三者割当増資による調達資金使途、支出予定時期については、中期５ヵ年計画に則り①当社グループの技術力強化及

び新規事業の開拓、②さらなる原価低減の推進及び製造拠点の最適地化によるコスト競争力の強化、③提案型営業の推進及

び営業・技術一体化による営業体制の強化、④ゼロエミッション化等地球環境保全活動の推進、⑤顧客ニーズに対応した製

品の開発及び提供を推し進めるための資金に充当する予定であります。なお、支出までの間は当社預金口座等において管理

いたします。
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第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

 

 

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

１【割当予定先の状況】

ａ　割当予定先の概要
 
  

名称 ＮＫＣホールディングス株式会社

本店の所在地 大阪市北区天満橋三丁目３番５号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　　中西　竜雄

資本金 １百万円

事業の内容 子会社の管理・統括

主たる出資者及びその出資比率 中西　竜雄　40％

(注)　資本金、主たる出資者及びその出資比率の欄は、平成22年9月30日現在におけるものであります。

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係
 

出資関係
割当予定先が保有している当社の株式数（平成22年9月30日現在）
501,250株（議決権総数の3.11％）

人事関係 当社代表取締役が代表を務めております。

資金関係 当社資産を担保に供しております。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

  

 

ｃ　割当予定先の選定理由

当社グループは、平成21年1月にＮＫＣホールディングス株式会社を設立し、当社国内連結子会社を管理・統括する持株

会社体制へ移行してまいりました。グループ支配体制を強化し、経営基盤を一層強固なものとするため、本第三者割当増資

によりＮＫＣホールディングス株式会社に割り当てるものであります。

 

ｄ　割り当てようとする株式の数　　普通株式　4,300,000株

 

ｅ　株券等の保有方針

今回の割当予定先であるＮＫＣホールディングス株式会社は、今後のグループ支配体制の強化に向け長期保有の方針で

あります。

なお、当社は割当予定先との間で、割当予定先が払込期日から２年以内に割当新株式の全部又は一部を譲渡した場合に

は、直ちにその内容を当社に報告する旨の確約を得ております。
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ｆ　払込みに要する資金等の状況

　今回の割当予定先であるＮＫＣホールディングス株式会社は、金融機関からの借入れにより本第三者割当増資に対する払

込みを行う予定であります。

当社は、割当予定先であるＮＫＣホールディングス株式会社が、株式会社みずほ銀行より融資証明書を受けていることを

確認しており、割当予定先による本第三者割当増資の払込みの確実性に問題はないものと判断しております。

 

ｇ　割当予定先の実態

　割当予定先であるＮＫＣホールディングス株式会社の株主及び役員は当社代表取締役及びその親族であり、反社会的勢力

等とは無関係であります。

 

２【株券等の譲渡制限】

本新株式の発行により割当予定先が取得する予定の株式については定款において譲渡を制限しており、譲渡に当たって

は取締役会の承認が必要となります。

 

３【発行条件に関する事項】

(1）発行価格の算定根拠及びその具体的内容

　第三者機関である新日本アーンストアンドヤング税理士法人に算定を依頼しております。同社が算定した、類似会社比準

方式による評価を基礎に取締役会において慎重に審議した結果、本第三者割当増資による株式の発行価額を750円と算出

いたしました（非上場株式であることを考慮し、流動性ディスカウントを控除しております）。

　当該発行価額は、当社企業業績等を反映した妥当な株価であると考えますが、発行価額の有利性につきましては、非上場

株式の特殊性から判断が困難ですので、本第三者割当増資について平成23年1月18日開催の臨時株主総会の承認を得るこ

とにより株主の意思の確認を行いました。

 

(2）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した理由

本第三者割当増資により増加する株式は4,300,000株（議決権数4,300個）で、本有価証券届出書提出日現在の発行済株

式総数18,000,000株（総議決権数16,102個）の23.89％（議決権を有しない株式として1,872,710株を控除した議決権に

おける割合26.70％）の希薄化が生じます。しかしながら、本第三者割当増資により調達された資金は中期５ヵ年計画に則

り、①当社グループの技術力強化及び新規事業の開拓、②さらなる原価低減の推進及び製造拠点の最適地化によるコスト

競争力の強化、③提案型営業の推進及び営業・技術一体化による営業体制の強化、④ゼロエミッション化等地球環境保全

活動の推進、⑤顧客ニーズに対応した製品の開発及び提供を推し進めるための資金に充当する予定であります。これらは、

当社連結ベースでの企業価値の向上に資するものであり、長期的な視点からは当社株主の利益に資するものと考え、合理

的であると判断しております。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　本第三者割当増資による新株式の発行株式の総数4,300,000株に係る議決権数は4,300個となり、当社の総議決権数16,102

個（平成22年9月30日現在、以下同じ）に占める割合が26.70％と25％以上となること、当社代表取締役社長は、当社代表取締

役社長とその近親者及びＮＫＣホールディングス株式会社が所有する株式に係る議決権の数が総株主の議決権数の100分の

50を超え、当社の支配株主に該当することから、今回の第三者割当による新株式の発行は、「企業内容等の開示に関する内閣

府令　第２号様式　記載上の注意（23-6）」に規定する大規模な第三者割当に該当致します。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数に
対する所有議
決数の割合

割当後の所
有株式数　　　
　　　　　 　（千
株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合

ＮＫＣホールディングス
株式会社

大阪市北区天満橋三丁
目３番５号

501 3.11％ 4,801 23.53％

中西　竜雄 大阪市北区 3,029 18.81％ 3,029 14.84％

中西　広高 兵庫県芦屋市 2,414 14.99％ 2,414 11.83％

日本精工株式会社
東京都品川区大崎１丁
目６番３号

2,100 13.04％ 2,100 10.29％

株式会社ジェイテクト
大阪市中央区南船場３
丁目５番８号

1,710 10.62％ 1,710 8.38％

財団法人中西奨学会
大阪市寝屋川区寝屋南
１丁目３番１号

1,500 9.32％ 1,500 7.35％

ＮＴＮ株式会社
大阪市西区京町堀１丁
目３番17号

1,044 6.48％ 1,044 5.12％

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区有楽町
１丁目１番２号

805 5.00％ 805 3.95％

株式会社みずほ銀行
東京都千代田区内幸町
１丁目１番５号

638 3.96％ 638 3.13％

株式会社不二越
富山市不二越本町１丁
目１番１号

563 3.49％ 563 2.75％

計 － 14,304 88.82％ 18,60491.18％

　（注）１　募集前の大株主の所有株式数及び総議決権数に対する所有議決数の割合は、平成22年9月30日現在の株主名簿により

ます。

２　割当後の所有株式数及び割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、平成22年9月30日現在の総議決権数

に、ＮＫＣホールディングス株式会社に割当てる株式の総数4,300,000株及び議決権個数4,300個を加えて算定して

おります。上記の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

３　割当予定先であるＮＫＣホールディングス株式会社は、今後もグループ支配体制の強化に向け長期保有の方針であ

ります。
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６【大規模な第三者割当の必要性】

　本第三者割当増資により、第３[第三者割当の場合の特記事項]の４［大規模な第三者割当に関する事項］に記載のとおり、

ＮＫＣホールディングス株式会社に対し新たに割り当てられる株式に係る議決権数は、総株主の議決権数の26.70％となり

ます。また、当社代表取締役社長は、本第三者割当増資実施後の当社代表取締役社長中西竜雄とその近親者およびＮＫＣホー

ルディングス株式会社が所有する株式に係る議決権数が、総株主の議決権数の100分の50を超え、当社の支配株主に該当しま

す。

　昨年からの急激な景気の悪化から、当社における経営環境はやや持ち直しの兆しが見られるもののいまだ厳しい状況にあ

ります。このような状況下、当社グループは、成長戦略として新たな中期５ヵ年計画を策定し、確固たる経営基盤を築くため

の様々な施策に取り組んでまいりました。

引き続きこれら施策に取り組み、本第三者割当増資により調達された資金を中期５ヵ年計画に則り、①当社グループの技術

力強化及び新規事業の開拓、②さらなる原価低減の推進及び製造拠点の最適地化によるコスト競争力の強化、③提案型営業

の推進及び営業・技術一体化による営業体制の強化、④ゼロエミッション化等地球環境保全活動の推進、⑤顧客ニーズに対

応した製品の開発及び提供を推し進めるための資金に充当する予定であります。本第三者割当増資の実施により中期５ヵ年

計画に則ったこれら施策を迅速に実施することが可能になること、併せて割当予定先であるＮＫＣホールディングス株式会

社によるグループ支配体制を一層強化することによって、確固たる経営基盤を築くことが可能になると考えております。結

果として、当社連結グループ全体の企業価値向上、ひいては当社の株主の利益に資するものと考えております。

上記の理由からＮＫＣホールディングス株式会社に対する第三者割当及び第三者割当による希薄化の規模は合理的であ

ると判断いたしました。

当社は、本第三者割当の必要性について取締役会において十分に議論を重ねてまいりました。また本第三者割当は、希薄化

率が25％を超え、かつ支配株主となる者が生ずる大規模な第三者割当に該当することから、大規模な第三者割当の必要性と

相当性につき、平成23年1月18日開催の臨時株主総会の承認を得ることにより、株主の意思の確認を行いました。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】　

　該当事項はありません。

 

 

第４ 【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

第１ 【公開買付けの概要】

該当事項はありません。

 

 

第２ 【統合財務情報】

該当事項はありません。

 

 

第３ 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

１　事業等のリスクについて

　第104期事業年度に係る有価証券報告書及び第105期事業年度に係る半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の

提出日以降、本有価証券届出書提出日（平成23年2月16日）までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等の

リスク」について生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日（平成23

年2月16日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

２　自己株式の取得状況

「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第104期）の提出日（平成22年6月29日）以降、平成23年2月16日までの間の

自己株式の取得等の状況は次のとおりであります。

 

株式の種類　普通株式

 

１．取得状況

（1）株主総会決議による取得の状況

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（平成22年６月29日）での決議状況
6,000,0004,500,000,000

（取得期間　平成22年６月29日から平成23年6月28日）

報告月における取得自己株式

（取得日平成22年8月16日）
1,872,7101,404,532,500

計 1,872,7101,404,532,500

自己株式取得の進捗状況（％） 31.21 31.21

 

（2）取締役会決議による取得の状況

該当事項はありません。

２.処理状況

該当事項はありません。

３.保有状況

区分 株式数（株）

発行済株式総数 18,000,000

保有自己株式数 1,872,710
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３　臨時報告書の提出について

「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第104期）の提出日（平成22年6月29日）以降、平成23年2月16日までの間に

おいて、以下の臨時報告書を提出しております。

（平成22年8月23日提出の臨時報告書）

 
１．提出理由

当社において主要株主の異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第４号の規定に基づき提出するものであります。

　

２．報告内容

主要株主の異動

(１)　当該異動に係る主要株主の氏名又は名称

　　　　　主要株主となるもの　　　　　株式会社ジェイテクト

　　　　　主要株主でなくなるもの　　　ＮＴＮ株式会社

　

(２)　当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数およびその総株主等の議決権に対する割合

　①　当該主要株主の所有議決権の数
　

　 異動前　　 株式会社ジェイテクト 1,710個

　 　 ＮＴＮ株式会社 2,088個

　 異動後 株式会社ジェイテクト 1,710個

　 　 ＮＴＮ株式会社 1,044個
　

　②　総株主等の議決権に対する割合
　

　 異動前　　 株式会社ジェイテクト 9.52％

　 　 ＮＴＮ株式会社 11.62％

　 異動後 株式会社ジェイテクト 10.62％

　 　 ＮＴＮ株式会社 6.48％

　

(３)　当該異動の年月日　　平成22年８月16日

　

(４)　その他の事項

　 本報告書提出日現在の資本金の額　 900,000,000円

　 本報告書提出日現在の発行済株式総数 18,000,000株

　 本報告書提出日現在の総株主等の議決権の数 16,102個
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第四部 【組込情報】

　次に掲げる書類の写しを組み込んであります。

 有価証券報告書
事業年度
（第104期）

　自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日

平成22年６月29日
近畿財務局長に提出

 半期報告書
事業年度
（第105期）

　自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日

平成22年12月20日
近畿財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ４－１

に基づき本届出書の添付書類としております。

 

 

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

 

 

第六部 【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成21年６月26日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　 公認会計士　池田啓朋事務所

　

　 　 公認会計士　　池　　田　　啓　　朋　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

　

私は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中

西金属工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

追記情報

　会計処理の変更に記載されているとおり、会社および一部の国内子会社は従来、役員退職慰労金を支出時の

費用として処理していたが、当連結会計年度より内規に基づく連結会計年度末の要支給額を役員退職慰労引

当金として計上する方法に変更した。

　

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成21年12月18日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　　松井浩一公認会計士事務所 

　

　 　 公認会計士　　松　　井　　浩　　一　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間連結財務

諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私は、中間監査の結果として中間連結財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、中西金属工業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月29日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　　松井浩一公認会計士事務所 

　

　 　 公認会計士　　松　　井　　浩　　一　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

　

私は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中

西金属工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成22年12月20日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　　松井浩一公認会計士事務所 

　

　 　 公認会計士　　松　　井　　浩　　一　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間連結財務

諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私は、中間監査の結果として中間連結財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、中西金属工業株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成21年６月26日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　 公認会計士　池田啓朋事務所

　

　 　 公認会計士　　池　　田　　啓　　朋　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第103期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私

に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中西金

属工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　会計処理の変更に記載されているとおり、会社は従来、役員退職慰労金を支出時の費用として処理していた

が、当事業年度より内規に基づく事業年度末の要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更し

た。

　

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成21年12月18日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　　松井浩一公認会計士事務所

　

　 　 公認会計士　　松　　井　　浩　　一　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第104期事業年度の中間会計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、私の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示が

ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、中西金属工業株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平

成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月29日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　　松井浩一公認会計士事務所 

　

　 　 公認会計士　　松　　井　　浩　　一　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第104期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

　監査の基準は、私に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中西金

属工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成22年12月20日

中西金属工業株式会社

取締役会　御中

　 　　松井浩一公認会計士事務所

　

　 　 公認会計士　　松　　井　　浩　　一　　㊞

　
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている中西金属工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第105期事業年度の中間会計

期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、私の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示が

ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、中西金属工業株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平

成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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